
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）　１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　　２　職員数は、平成２８年４月１日現在の人数である。

（３）ラスパイレス指数の状況

（注）　　　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

　　 　　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の

　　 　　　俸給月額を100として計算した指数。

※　平成29年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、

　 ③１００を超えている場合について、その理由

7,1717,070

25.5

実質収支

千円

住民基本台帳人口

（平成２９年１月１日）

歳出額　

職員数

10,898,742

平成２８年度

区　　分

456,254,929

　　　　　　Ａ

給　 料

該当なし。

職員手当 りの給与費 B/A

21,103,987

　　　　　千円

7,604,412

千円

％

86,103,73854,101,009

千円

26.0

千円

764,213

（参考）一人当た

千円 千円

118,627,633

徳島県の給与・定員管理等について

平成２７年度の人件費率

区　　分

　　　　　　Ａ

（参考）人件費

一人当たり給与費

Ｂ／Ａ　　　　　　Ｂ

平成２８年度 人

人件費率

千円

％

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

人　

千円

（参考）都道府県平均

期末・勤勉手当

12,179

　　計　　Ｂ

　　　　３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

(H26.4.1)

99.3 

(H26.4.1)

99.9 (H27.4.1)

99.2 
(H27.4.1)

99.7 

(H28.4.1)

99.3 

(H28.4.1)

100.3 (H29.4.1)

98.9

(H29.4.1)

100.2

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

徳島県 都道府県平均
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（４）給与改定の状況

①月例給

　　　　　　　

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した

　　平均給与月額である。

②特別給（期末・勤勉手当）

　　　　　　　

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は

　　期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】 国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び

地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

  ［　　実施　　　　未実施　　］

　（給料表の改定実施時期）　　平成２７年４月１日

　（内容）　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げた。

　　　　　　 

　　　　　　 

（改定月数）

0.114.41

（改定率）

0.10 4.40

人事委員会の勧告

円

公務員給与　B

月 月 月

4.40

人事委員会の勧告

国　の　年　間

（参考）

支　給　月　数

年間支給月数

％円

公務員の支給
月数　　　　　B

（参考）

(0.12%)

 激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

 他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

 １級全号俸及び２級の初号俸付近は引下げなし、

平成29年度

0.15

較差

454円

平成２９年度

区　　分

A-B

A-B

0.11

月

民間給与　A
較差

％

国　の　改　定　率

373,437 372,983

勧　告民間の支給
割合　　　A

4.30

 ３級以上の級の高位号俸は最大４％程度引下げ、

 ５級及び６級に号俸を増設。

区　　分

月

給　与　改　定　率

0.11

％

勧　告

月
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②地域手当の見直し

　（支給割合）　　　国基準　県内３市（徳島市・鳴門市・阿南市）のみ３％に対し、

　（参考）

③その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。

　（平成２７年４月１日実施）

（６）特記事項

（注）　平成２５年１２月期については、管理職員に係る期末・勤勉手当を５％減額。

平成23年4月1日～平成25年3月31日 １％～５％減額（医師を除く）

給料期間

１０％減額

７％～１０％減額（医師を除く）

３％～１０％減額
（診療に従事する医師を除く）

約１０％減率平成16年4月1日～平成19年3月31日

　　　　　　　　　　　 徳島県においては県内一律１．５％を支給。

国基準による支給割合
0%

平成２８年度の
支給割合

3%

0%

1.5%

徳島市・鳴門市・阿南市

その他

徳島県の支給割合

2%

平成２６年度の
支給割合

－

管理職手当

１５％減額

0%

１０％減額

1%

0%

0.5% 0.8%

平成19年4月1日～平成19年12月31日

　　　　　　　　　　 　給与改定後は平成２７年４月に遡及し０．８％、平成２８年４月１日からは１．５％を支給。

平成20年1月1日～平成23年3月31日

平成25年7月1日～平成26年3月31日

4月1日
時点

遡及
改定後

0%

0%

平成２９年度の
支給割合

3%

0%

1.5%

　（実施時期）　　　平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引き上げることとし、平成２７年４月１日時点は０．５％、

－

平成２７年度の
支給割合
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２９年４月１日現在）

①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②　技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

歳 円

円 円

※「用務員」の民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されている全国平均を使用している。

 　(平成26～28年の３カ年平均、都道府県別のデータは公表されていない。)

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している

　 ものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員において

   は前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

平均年齢

徳島県 44.5

公　　　　　務　　　　　員

平均年齢 職員数 平均給料月額

対応する民間
の類似職種

Ａ／Ｂ
（Ｂ）

382,344 359,762

国

231

361,550徳島県 378,957

都道府県平均

うち用務員 6,453,863 2,818,600 2.29

（国比較ベース）

平均給与月額

平均給与月額

 ― 

平均給与月額

参　　考

区　　分

372,691

414,485

362,368

 ―  ― 

339,657

民間（Ｄ）

286,833

参　　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

うち用務員 55.1 207,300 1.89

国

（Ａ）

43.6 330,531

用務員

うち用務員

平均年齢

Ｃ／Ｄ

民　　　　　間

区　　分

326,437

 ― 

公務員（Ｃ）

392,094

371,274

 ― 

平均給与月額

平均給料月額

区　　分

区　　分

55.6

2,722

18

平均給与月額

434,651

 ―  

43.1

410,719

328,772

（国比較ベース）

56

徳島県  ―  ―

50.6

都道府県平均 52.5

 ― 

398,024

徳島県

55.4

373,843

328,360
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③　高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

④　小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

⑤　警 察 職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　 

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　 また、「平均給与月額(国比較ベース)」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）

　で算出している。

　

　

45.4

区　　分

376,240

平均給料月額 平均給与月額

371,729

（国比較ベース）

区　　分

43.3

440,594377,225

平均年齢

 ―  

456,343

317,949 457,108 346,751

368,063

41.2

38.9

420,442

315,864

平均給与月額

平均年齢

390,479 437,708

320,446

平均給与月額

416,342

平均年齢 平均給料月額

都道府県平均

徳島県

区　　分

徳島県

都道府県平均 44.8

平均給料月額 平均給与月額

45.5

徳島県

都道府県平均 38.4

国

363,803
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（２）職員の初任給の状況（平成２９年４月１日現在）

円 円

円 円

円 －

円 －

円 －

円 －

円 －

円 －

円 円

円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２９年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

経験年数２５年

－

375,540

－

－－中　学　卒

大　学　卒

区　　　         分

高　校　卒

411,125

－

410,567

249,186

中　学　卒

高　校　卒

区　　　分

150,500

148,200
技能労務職

184,800

139,400

206,400

徳島県

178,200

146,100

大　学　卒
一般行政職

高等学校教育職
高　校　卒 161,400

経験年数１０年

206,400

161,400

206,900

168,400

国

経験年数２０年

303,760

－

－

389,957

－

385,729

－

382,686

383,911

－

398,622大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

高　校　卒 322,422

220,020

－

大　学　卒

－

大　学　卒 204,100

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

大　学　卒

346,024

423,115

小・中学校教育職

経験年数３０年

－

422,615

401,838

技能労務職

一般行政職
381,752

346,663

－

警　察　職

大　学　卒

警　察　職

小・中学校
教育職

高等学校
教育職

高　校　卒

254,950

171,600高　校　卒

406,448

436,350310,752

－

304,659

－

269,766
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３　一般行政職の等級別職員数等の状況

（１）一般行政職の等級別職員数及び給料表の状況（平成２９年４月１日現在）

（注）１　徳島県の給与条例に基づく給料表の等級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの等級に該当する代表的な職務である。

  

部長

317,700

課長補佐

係長
24.1

564

10.2

　　　　　　　　％

標準的な職務内容

318

　　　　　　　　人

351

　　　　　　　　人

円

21.3

円

円

303,400

　　　　　　　　％

１号俸の
給料月額

主任主事

141,600 246,600

円 円

８級 局長
円

　　　　　　　　人

227,900

円

349,200

円 円

444,100

円

　　　　　　　　人

７級
2.6

円

1.2

828

191,700

　　　　　　　　％

円

9.2

　　　　　　　　％

構成比

　　　　　　　　人
主事

職員数

主任
　　　　　　　　％

最高号俸の
給料月額

２級

円
１級

区　　分

526,700

円

380,200

６級

５級
　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

14.5498

731

　　　　　　　　人

次長

３級

課長

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

16.4

９級

392,200

円

４級

89

　　　　　　　　％ 円

40 467,800

0.6

287,100

261,100

407,300

円

20

361,800

409,400

円　　　　　　　　人

457,600

１級

9.2%
１級

8.5%
１級

7.2%

２級

10.2%
２級

8.9%
２級

10.1%

３級

21.3%

３級

22.3% ３級

20.0%

４級

24.1%

４級

24.5% ４級

25.5%

５級

16.4%

５級

16.9%
５級

18.0%

６級

14.5%
６級

14.5%

６級

15.3%

７級

2.6%
７級

2.5%

７級

1.8%

８級

1.2%

８級

1.4%
８級

1.2%

９級

0.6%

９級

0.5%

９級

0.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２９年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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（２）昇給への人事評価の活用状況（徳島県）

４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

（平成２８年度支給割合） （平成２８年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　５～２０％ 　・役職加算　　５～２０％

　・管理職加算　　２３～２５％ 　・管理職加算　　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

１人当たり平均支給額（平成２８年度）

　標準の区分のみ（一律）

　標準、下位の区分

　上位、標準の区分

　活用している昇給区分

　イ．人事評価を活用している

　活用予定時期

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

平成29年4月2日から平成30年4月1日
までにおける運用

（ 0.80 ）

管理職員 一般職員

　上位、標準、下位の区分

2.60

－

（ 1.45 ）

1.701.70

（ 0.80 ）

　ロ．人事評価を活用していない

〇 〇 〇

千円　1,719

国

2.60

（ 1.45 ）

徳　　　　　　　島　　　　　　県

○

昇給可能な
区分

○ ○
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○勤勉手当への人事評価の活用状況（徳島県）

（２）退職手当（平成２９年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２８年度に退職した職員に支給された平均額である。

　活用予定時期

支給実績が
ある成績率

　上位、標準、下位の成績率 〇 〇 〇

　上位、標準の成績率 〇

　標準、下位の成績率

　標準の成績率のみ（一律）

　活用している成績率
支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

　ロ．人事評価を活用していない

49.59

国

49.59

4,229

49.59 49.59

22,950

41.325 49.59

25.55625

41.325

（支給率）　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

20.445

29.145

20.445

支給可能な
成績率

25.55625

34.5825 29.145

徳　　　　　　　島　　　　　　県

平成29年度中における運用 管理職員

34.5825

○ ○

（支給率）　　　　　　　自己都合　  　    応募認定・定年

一般職員

49.59

　イ．人事評価を活用している
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（３）地域手当(平成２９年４月１日現在）

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

％ ％

％

兵庫県神戸市 1 12 12

16医師 33

平　均　支　給　率 1.6

地域手当補正後ラスパイレス指数
（ラスパイレス指数）

98.3
（98.9)

宮城県石巻市・気仙沼市 8 1.5 0

1 1.5

1.5 0

支給実績（平成２８年度決算） 874,773

（注）１「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の

        加重平均の支給率である。

       2地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を

　　 　　比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

     （補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

1.9

徳島県徳島市・鳴門市・阿南市 6,972 1.5 3

県内　上記３市以外 4,978 1.5 0

16

広島県広島市 1 10 10

2

香川県高松市 5 6

19 16 16

熊本県熊本市

高知県高知市

愛媛県松山市

香川県善通寺市

鳥取県鳥取市

1 1.5 0

1 1.5 0

0

1 1.5 0

千円

6

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） 73 千円

支給対象地域 支給対象職員数 支給率 国の制度（支給率）

東京都特別区 23 20 20

大阪府大阪市

愛知県名古屋市 2 15 15
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（４）特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）

困難折衝等業務手当

取締等業務手当

32

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２８年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算）

危険等予防業務手当

手当の種類（手当数）

手当の名称

54.8

千円

9,010千円

93

620,752

1,033千円

支給対象

職員が次に掲げる業務に従事した場合に支給する。
(1)納税義務者、滞納者等に対して行う県税の賦課徴収の業務
又は国税犯則取締法に関する業務
(2)土地の取得等に関し権利者と直接接して行う交渉業務
(3)道路、河川、国有財産等の境界確定に関する交渉業務
(4)徳島県港湾施設管理条例第8条の規定による使用料の徴収
業務
(5)要保護者等に対して行う指導、相談又は調査に関する業務

職員が次に掲げる業務に従事した場合に支給する。
(1)取締船に乗船して行う漁業取締りの業務又は取締船に乗船
しないで漁業監督吏員として行う漁業取締りの業務
(2)不法投棄等の取締り等のための指導又は監督の業務
(3)道路、河川、海岸、港湾、森林等の管理に関する法令違反
又は砂利採取若しくは採石に関する法令違反の取締り業務
(4)徳島県生活環境保全条例の規定による特定事業に関する条
例違反の指導業務

職員が次に掲げる業務に従事した場合に支給する。
(1)廃棄物の処理及び清掃に関する法律の規定による一般廃棄
物処理施設、産業廃棄物処理施設等に関する立入検査等の業
務
(2)浄化槽法第53条第2項の規定による立入検査の業務
(3)廃棄物処理施設又は浄化槽から排出される汚水の検査の業
務
(4)人体から排出されるふん便の集団的検査の業務
(5)大気汚染防止法第26条第1項の規定によるばい煙発生施設
等その他の物件の立入検査の業務
(6)水質汚濁防止法第22条第1項の規定による特定施設その他
の物件の立入検査の業務
(7)ダイオキシン類対策特別措置法第34条第1項の規定による特
定施設その他の物件の立入検査の業務
(8)化製場等に関する法律第6条第1項の規定による化製場又は
死亡獣畜取扱場の立入検査の業務

121千円 日　額　　　310円

千円

支給実績（平成２８年度決算）

　％

左記職員に対する支給単価
支給実績

（平成２８年度決算）

(1)～(4)日　額　　　750円
(5)日　額　　　600円

(1)日　額　　　550円
(2)～(4)日　額　　　750円
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(1)日　額　　　300円
(2)から(8)日　額　　　350円
(9)日　額　　　450円
(10)日　額　　　480円
(11)巡回監視
     日　額　　　710円
　   応急作業等
     日　額　　　1,080円
(12) 潜水深度
　20メートルまで1時間 350
円
　30メートルまで1時間 780
円
　30メートル超 1時間1,500
円

危険業務手当

4,015千円

職員が次に掲げる業務に従事した場合に支給する。
(1)感染症の患者若しくは感染症の疑いのある患者の救護の業
務又は感染症の病原体に汚染された物件等の処理業務
(2)感染症の患者の診療、看護若しくは入院のための移送の業
務又は感染症の病原体に汚染された物件等の処理業務
(3)保健師として行う感染症又は結核の患者に対する面接療養
指導の業務
(4)家畜伝染病の病原体を有する家畜等に対する防疫業務（(4-
2)の業務を除く）
(4-2)家畜伝染病のまん延を防止するために行う家畜のと殺、家
畜の死体の焼却若しくは埋却又は畜舎等の消毒の業務
(5)感染症等の病原体の検索又は培養検査の業務
(6)有害物を使用して行う健康を害するおそれがあると認められ
る程度の試験、研究又は検査の業務
(7)計量法の規定による液化石油ガスメーターに係る検定又は
立入検査の業務
(8)家畜の飼養等の管理業務
(9)放射線に関する業務
(10)精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第27条第1項
の規定による精神障害者又はその疑いのある者の居住する家
庭を訪問して行う調査の業務
(11)精神保健指定医として行う法第27条第1項若しくは第2項又
は第29条の2第1項の規定による診察の業務
(12)(11)に規定する精神保健指定医による診察への立会いの業
務
(13)法第29条の2の2第1項又は第34条の規定による精神障害
者の病院への移送の業務
(14)法第47条第1項に規定する相談及び指導の業務
(15)狂犬病予防法の規定による犬の捕獲、抑留、殺処分若しく
は病性鑑定又はこう傷犬の診断の業務
(16)と畜場法第14条の規定による獣畜のと殺又は解体に係る検
査の業務
(17)動物の愛護及び管理に関する法律第24条第1項若しくは第
33条第1項の規定による立入検査、同法第35条第1項の規定に
よる引取り又は同法第36条第2項の規定による収容の業務
(18)徳島県動物の愛護及び管理に関する条例の規定による飼
い犬の捕獲、収容又は殺処分の業務
(19)航空機に搭乗して行う、大気又は海洋の汚染状況の調査の
業務、災害時における救助活動等の業務

(1)～(4)、(5)～(8)日額310円
(4-2)日　額　　　380円
(9)日　額　　　350円
(10)日　額　　　400円
(11)日　額　　　400円
(12)日　額　　　400円
(13)日　額　　　550円
(14)日　額　　　400円
(15)～(18)日　額　　　750円
(19)1時間　　　1,900円

職員が次に掲げる業務に従事した場合に支給する。
(1)傾斜地、不整地等における道路運送車両法施行規則別表第
1に掲げる大型特殊自動車若しくは小型特殊自動車の運転作
業又は農業用機械の運転作業
(2)火薬類取締法又は高圧ガス保安法の規定による保安検査、
立入検査、自主検査の立会い又は災害調査の業務
(3)地上又は水面上10メートル以上の足場の不安定な箇所にお
ける測量、調査、指導監督等の業務
(4)橋脚の基礎工事その他河川、港湾等におけるこれに類する
工事における水面下4メートル以上の深所で行う調査又は指導
監督の業務
(5)交通を遮断することなく行う道路の維持修繕、測量等の作業
(6)海上にある異形ブロック等の足場の不安定な箇所における検
査、指導監督若しくは調査の業務又は水上における流木の除
去等の作業
(7)調査又は研究のため船舶に乗り込んで行う採水、採泥等の
作業
(8)崩壊、転落等の危険性のある急傾斜地等における現場調査
又は検査の業務、工事用重機が稼働している現場における指
導監督等の業務
(9)トンネルの坑内におけるトンネル掘り作業の指導監督等の業
務
(10)洪水警戒体制時のダム管理業務
(11)異常な自然現象により重大な災害が発生し、若しくは発生
するおそれがある次に掲げる現場において行う巡回監視の業
務又は当該現場における重大な災害の発生した箇所若しくは
発生するおそれの著しい箇所において行う応急作業若しくは応
急作業のための災害状況の調査の業務
　・河川の堤防等
　・道路法第46条第1項第1号の規定に基づき通行が禁止され
ている区間内の道路又はその周辺
　・港湾施設等
　・土地改良施設
　・治山施設等
(12)潜水器具を着用して行う潜水作業

4,193千円

危険現場作業手当
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危険現場作業手当

小学校､中学校､高等学校又は特別支援学校の教育職員で職
務の級が小学校中学校教育職給料表又は高等学校等教育職
給料表の1級、2級又は特2級のものが､次に掲げる業務に従事
した場合において､その業務が心身に著しい負担を与える程度
に及ぶとき
(1)学校の管理下において行う非常災害時等の緊急業務で次に
掲げるもの
　①非常災害時における児童(幼児を含む。)若しくは生徒の保
護又は緊急の防災若しくは復旧の業務
　②児童又は生徒の負傷、疾病等に伴う救急の業務
　③児童又は生徒に対する緊急の補導業務
(2)修学旅行、林間・臨海学校等において児童又は生徒を引率
して行う指導業務で泊を伴うもの
(3)対外運動競技等において児童又は生徒を引率して行う指導
業務で泊を伴うもの、又は週休日若しくは休日若しくは休日の
代休日に行うもの
(4)学校の管理下において行われる部活動における児童又は生
徒に対する指導業務で週休日若しくは休日等又は休日等に当
たる日以外の正規の勤務時間が３時間４５分もしくは４時間であ
る日に行うもの

沖合手当

高等学校設置基準第6条第2項に規定する農業に関する学科を
置く高等学校に勤務する学校職員がビニールハウス又はガラス
ハウス内において、生徒の実習に係る作業に1日につき2時間
以上従事したとき

(13)原子炉建屋内
　　日額　40,000円
　　故障設備確認
    日額　20,000円
    上記及び免震重要棟内
　　以外
    日額　13,300円
　　免震重要棟内
　　日額　 3,300円
(14)屋外　日 額　6,600円
     屋内　日 額  1,330円
(15)屋外　日 額  3,300円
     屋内　日 額    660円
(16)屋外　日 額　6,600円
     屋内　日 額  1,330円
(17)屋外　日 額  5,000円
     屋内　日 額  1,000円

多学年学級担当手当

温室内作業手当

334,022千円

229千円

3,087千円

129千円

78千円

15,727千円

日　額　　　550円

小学校又は中学校の2以上の学年の児童又は生徒で編成され
ている学級を担当する教育職員(管理職手当を受ける教育職員
を除く)が、当該学級における授業又は指導に従事したとき
(1)3の学年の児童又は生徒で編成されている学級における授
業又は指導
(2)2の学年の児童又は生徒で編成されている学級における授
業又は指導

1時間　　　220円

（東日本大震災に対処するための危険現場作業手当の特例）
(13)東京電力株式会社福島第一原子力発電所の敷地内にお
いて行う作業
(14)帰還困難区域において行う作業
(15)居住制限区域において行う作業
(16)警戒区域において行う作業
(17)居住者等が避難のための立退き又は計画的な立退きを行う
こととされた区域において行う作業

外国勤務手当

(1)日　額　　　350円
(2)日　額　　　290円

昼夜間勤務手当 (1)1時間　　　600円
(2)1時間　     600円
(3)日　額 　    700円

日　額　　　300円

県立の中学校又は高等学校の教育職員が、県立の中学校又は
高等学校の入学考査の結果処理のための勤務に従事したとき

火災防御訓練又は救助訓練の実技指導の業務に従事したとき

2,139千円

188千円

徳島県立徳島科学技術高等学校の学校職員が、漁業実習の
ため海上で勤務したとき

(1)夜間の定時制課程以外の課程(以下「昼間部」という)の勤務
を本務とする教育職員が夜間の定時制課程(以下「夜間部」とい
う)の授業又はその補助を行ったとき
(2)夜間部の勤務を本務とする教育職員が昼間部の授業又はそ
の補助を行ったとき
(3)夜間部の事務又はその補助に従事する普通職員

訓練業務手当

特殊業務手当

外国に駐在を命ぜられた職員が、当該外国においてその命令
に係る業務に従事したとき

考査手当

日　額　　　380円

勤務１月につき、「在外公館
の名称及び位置並びに在外
公館に勤務する外務公務員
の給与に関する法律」の規
定により支給されることとなる
在勤手当のうち、
在勤基本手当、住居手当及
び子女教育手当の額の合計
額

(1)①日　額　　　8,000円
　　　（甚大災害　16，000円）
  　②日　額　　　7,500円
　　③日　額　　　7,500円
(2)日　額　　　4,250円
(3)日　額       4,250円以内
(4)日　額    　3,000円以内
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通信指令作業手当

4,735千円

日　額　　　160円

4千円

上席検視官または検視官の
職にある警察職員
1体　　　3,200円
その他の警察職員
(1)1体　　　3,200円
(2)1体 　   2,200円

少年補導手当 日　額　　　350円

警察職員が次に掲げる作業に従事したとき
(1)死体の解剖の立会い又は補助の作業
(2)死体の収容又は検視の作業

警察職員が主として通信指令作業に従事したとき

4,160千円

14,571千円

424千円

64,640千円

19,491千円

交替制勤務に服する警察職員が正規の勤務時間による勤務の
一部が深夜(午後10時から翌日の午前5時までの間)において行
われる警ら、警戒、犯罪の捜査、交通の指導取締り又は留置施
設の看守の業務に２時間以上従事したとき

568千円

警察職員が次に掲げる作業に従事したとき
(1)主として犯罪の予防若しくは捜査又は被疑者の逮捕に従事
する私服員たる警察職員が行う作業
(2)銃器に係る犯罪の犯人の逮捕等の作業で次のいずれかに
該当するもの
①銃器又は銃器と考えられる物が使用されている犯罪現場にお
ける犯人の逮捕、人質の救出又は犯人の説得の作業
②銃器を使用した犯人又は銃器を所持する犯人の逮捕の作業
③①に掲げる作業に付随して行われる固定配置による警戒の
作業
④②に掲げる作業に付随して行われる固定配置による警戒の
作業
⑤銃器が使用された暴力団の対立抗争事件に係る暴力団の事
務所等の直近における固定配置による警戒作業
⑥暴力団等による保護対象者に対する危害を未然に防止する
ために行う保護対策の作業

(1)1時間　　　310円
(2)1時間       550円
(3)1時間　     780円
(4)1時間　　1,500円

19,957千円

徳島県立徳島科学技術高等学校の学校職員が潜水器具を着
用して潜水作業に従事したとき
潜水深度
(1)１０メートルまで
(2)２０メートルまで
(3)３０メートルまで
(4)３０メートルを超える場合

日　額　　　300円

交通捜査作業手当

警察職員が警察署において留置施設の看守業務に従事したと
き
警察職員が警ら活動その他の地域警察活動の作業に従事した
とき

警察職員が次に掲げる作業に従事したとき
(1)高速自動車国道又は自動車専用道路において高速道路交
通警察隊に所属する警察職員が行う交通取締用自動車の運転
作業
(2)交通取締用大型自動二輪車の運転作業
(3)交通取締用自動車その他特殊自動車の運転作業（（２）の作
業を除く）

警察職員（特殊自動車運転作業手当の支給を受ける警察職員
を除く）が主として交通の指導取締り、交通事故の処理の作業
又は交通事故事件の捜査作業に従事したとき

(1)日　額　　　560円
(2)日　額　　　560円
(3)日　額　　　420円

警察職員が、指紋、手口若しくは写真を利用し、又は理化学、
法医学若しくは銃器弾薬類の知識を利用して、次に掲げる作業
に従事したとき
(1)主として犯罪現場において行う犯罪鑑識作業
(2)(1)以外の犯罪鑑識作業

58,625千円

19,463千円

警察職員が主として少年の補導作業に従事したとき

警察職員が柔道、剣道等の術科指導に従事したとき 53千円

小学校､中学校､高等学校又は特別支援学校の指導教諭又は
教諭のうち教務主任､学年主任その他の主任等で､困難な職務
を担当する指導教諭又は教諭が､当該担当に係る業務に従事
したとき

(1)日　額　　　560円
(2)①日　額　　　1,640円
　  ②日　額　　　1,100円
　  ③日　額       1,100円
　  ④日　額　　　　 820円
　  ⑤日　額　　　　 820円
　　⑥日　額　　　　 820円

犯罪鑑識作業手当 (1)日　額　　　560円
(2)日　額       280円

教育業務連絡調整手当 日　額　　　200円

潜水手当

警ら作業手当

死体処理手当

犯罪捜査作業手当

看守手当

術科指導手当

勤務１回につき650円

特殊自動車運転作業手当

29,821千円夜間特殊業務手当

日　額　　　300円

日　額　　　290円

日　額　　　560円
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（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２８年度決算）」と同じ年度の

　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教職員等、制度上時間外勤務手当の対象とならない職員を除く。）であり、   

　　短時間勤務職員を含む。  

10千円

35千円警護等手当

職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算）

警察職員が、次に掲げる業務に従事したとき
(1)爆発物容疑物件の処理作業
(2)特殊危険物質(サリン及びサリン以上の又はサリンに準ずる強
い毒性を有する物質をいう。)又はその疑いのある物質の処理作
業
(3)特殊危険物質による被害の危険がある区域内において行う
作業((2)に掲げる作業を除く)
(4)特殊危険物質の製造過程を解明する等の目的で行う実験で
当該物質が発生するおそれがある作業
(5)火薬類取締法又は高圧ガス保安法の規定による立入検査又
は災害調査の作業

(1)日　額　　　840円
(2)日　額　　　840円
(3)原子炉建屋内
　　日額　40,000円
　　故障設備確認
    日額　20,000円
    上記及び免震重要棟内
　　以外
    日額　13,300円
　　免震重要棟内
　　日額　 3,300円
(4)屋外　日 額　6,600円
    屋内　日 額  1,330円
(5)屋外　日 額  3,300円
    屋内　日 額    660円
(6)屋外　日 額　6,600円
    屋内　日 額  1,330円
(7)屋外　日 額  5,000円
    屋内　日 額  1,000円

職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算）

1　回　　　1,240円

支給実績（平成２７年度決算）

590

(1)爆発物容疑物件一個に
つき　　　5,200円
(2)日　額　 5,200円
(3)日　額      250円
(4)日　額 　   460円
(5)日　額 　   300円

警察職員が、突発的に発生した事件又は事故の処理作業に従
事するため職務に専念する義務がない時間に緊急の呼出しを
受け、正規の勤務時間外である夜間（午後9時から翌日の午前5
時までの間）において、当該作業に従事したとき

（航空機搭乗業務手当）

警察職員が異常な自然現象又は大規模な事故により重大な災
害が発生した箇所又はその周辺において次に掲げる作業に従
事したとき
(1)都道府県警察に災害警備本部が設置された場合又は相当
多数の死傷者のある災害が発生した場合における災害警備、
遭難救助、通信施設の臨時設置、運用若しくは保守、鑑識作業
又はこれらに相当する作業（引き続き２日以上従事した場合に
限る）
(2)著しく危険な人命救助の作業

（東日本大震災に対処するための災害警備等手当の特例）
(3)東京電力株式会社福島第一原子力発電所の敷地内におい
て行う作業
(4)帰還困難区域において行う作業
(5)居住制限区域において行う作業
(6)警戒区域において行う作業
(7)居住者等が避難のための立退き又は計画的な立退きを行う
こととされた区域において行う作業

警察職員が天皇若しくは皇族等の身辺の警衛又は警護の業務
に従事したとき

警察職員が航空機に搭乗し、次に掲げる業務に従事したとき
(1)航空機乗組員として行う業務
(2)操縦練習又は教育訓練
(3)捜索救難、犯罪捜査若しくは鎮圧、警備又は交通の取締り

警察職員が潜水器具を着用して潜水作業に従事したとき（潜水手当）

緊急呼出手当

支給実績（平成２８年度決算）

2,268千円

3,044,702

3,053千円

4,856千円

日　額　　　640円

1時間　　　550円

47千円爆発物処理等手当

災害警備等手当

639

3,188,796

操縦士
　公安職給料表6級以上の者
　　　1時間　　　5,100円
　公安職給料表5級以下の者
       1時間　　　3,600円
整備士　1時間　　　2,200円
その他の警察職員
       1時間　　　1,900円
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（６）その他の手当（平成２９年４月１日現在）

千円

内容及び支給単価

64

扶養親族のある職員に支給
（ア）配偶者　10,000円
（イ）子　8,000円
・職員に配偶者がない場合そのうち１人につき10,000
円
・満１６歳年度初めから満２２歳年度末までの間にある
子１人につき5,000円を加算
（ウ）配偶者、子以外　6,500円
・職員に配偶者がなく、かつ子がない場合そのうち１
人につき9,000円

同じ

（平成２８年度決算）

扶養手当

支給実績

休日において、正規の勤務時間中に勤務することを
命ぜられた職員に支給
・（正規の勤務時間内に勤務した全時間）×（勤務１時
間当たりの給与額）×支給割合（125/100～150/100）

千円330

国の制
度との異

同

千円1,240,705

・通勤のため、交通機関等を利用しその運賃等を負
担することを常例とする職員に支給
定期券（６箇月を超えない範囲内で最も長い期間のも
の）の価格。（全額支給限度額48,500円　最高支給限
度額56,500円）
・通勤のため、自動車等を使用することを常例とする
職員に支給
片道の使用距離に応じ37,500円まで（54㎞以上は、
距離に応じ加算）
・通勤のため、特別急行列車等を利用しその特別料
金等を負担することを常例とする職員に支給
特別料金等の額(高速自動車国道及び通勤用定期乗
車券以外の乗車券による特別急行列車の利用は実
績に基づく額)

単身赴任手
当

千円

（平成２８年度決算）

平均支給年額

千円

227

通勤手当

113,257

1,155,291

千円

千円319,246

同じ 754

国の制度と
異なる内容

管理職手当

休日給

千円

手　当　名

千円

千円

異なる

同じ

同じ

939,195

同じ

次の職に新たに採用された職員に対して、その額を
超えない範囲内で１年を経過するごとにその額を減じ
て支給
・医療職給料表（一）の適用を受ける職員の職のうち
採用による欠員の補充が困難であると認められる職
月額413,800円
・獣医学に関する専門的知識を必要とし、かつ、採用
による欠員の補充が困難であると認められる職
月額50,000円
・医学又は歯学に関する専門的知識を必要とし、か
つ、採用による欠員の補充が困難であると認めらる職
月額50,600円

千円

異なる

自ら居住するための住宅を借り受け、月額12,000円を
超える家賃を支払っている職員に支給
基礎控除額12,000円　最高支給限度額27,000円（単
身赴任手当受給者の配偶者等が居住する場合は、
職員本人が居住する場合の手当額の１/２）

管理又は監督の地位にある職員に支給

千円

住居手当

千円 千円

初任給調整
手当

451

1,274
支給対象に
獣医師を含め
ている。

119

109,566

639,085

・交通機関等
利用の場合
の全額支給
限度額
・自動車等使
用の場合の
手当単価
・特別料金加
算額の算定
方法及び限
度額

支給職員１人当たり

公署を異にする異動等に伴い住居を移転し、やむを
得ない事情により同居していた配偶者と別居すること
となった職員で、通勤が困難であると認められるもの
のうち、単身で生活することを常況とする職員等に支
給
・月額30,000円＋加算額（70,000円を超えない範囲
内）
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へき地学校等に勤務する学校職員に支給
・（給料＋扶養手当）×支給割合（20/100を超えない
範囲内）

定時制通信
教育手当

29,575

高等学校で、定時制の課程を置くもの又は通信教育
を行うものの校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教
諭及び教員に支給
・定時制課程（夜間）,通信教育課程
　給料月額×5/100（管理職手当受給者4/100）
・定時制課程（昼間）
　給料月額×3/100（管理職手当受給者2/100）

農林漁業普
及指導手当

40,426

84,975

201

離島その他の生活の著しく不便な地に所在する公署
に勤務する職員に支給
・（給料＋扶養手当）×支給割合（20/100を超えない
範囲内）

管理職手当の支給を受ける職員が
・臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要に
より週休日又は祝日法による休日等に勤務した場合
に支給
　勤務１回につき　12,000円を超えない範囲内の額
・災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により
週休日等以外の日の午前零時から午前五時までの
正規の勤務時間以外に勤務した場合に支給
　勤務１回につき　6,000円を超えない範囲内の額

・義務教育諸学校（学校教育法に規定する小学校、
中学校又は特別支援学校の小学部若しくは中学部を
いう。）に勤務する教育職員に支給
・学校教育法に規定する高等学校又は特別支援学校
の高等部若しくは幼稚部に勤務する教育職員につい
ては、前掲の教育職員との権衡上必要と認められる
範囲内において支給
月額8,000円を超えない範囲内の額

427

69

千円

義務教育等
教員特別手
当

教育職員のうち、農業、水産又は工業に関する課程
を置く高等学校の副校長、教頭、主幹教諭、指導教
諭、教諭、助教諭又は講師で高等学校の農業若しく
は農業実習、水産若しくは水産実習又は工業若しく
は工業実習の教諭又は助教諭の免許状を有する者
が、当該農業、水産又は工業に関する課程におい
て、実習を伴う農業、水産又は工業に関する科目を主
として担任する場合に支給
・給料月額×5/100（定時制通信教育手当との併給者
3/100）

産業教育手
当

災害派遣手
当

農業改良助長法第８条第１項に規定する普及指導
員、森林法第１８７条第１項に規定する林業普及指導
員又は沿岸漁業等の改良普及に関する業務に従事
する職員に支給
・給料月額×支給割合（12/100を超えない範囲内）

特地勤務手
当

災害対策基本法第３２条第１項又は大規模災害から
の復興に関する法律第５６条第１項に規定する職員で
住所又は居所を離れて県の区域内に滞在することを
要するものに支給
・１日につき　6,620円を超えない範囲内の額

へき地手当 千円

千円

千円 千円

479,444

22,880 千円

時間外勤務手当に含む

同じ

千円千円

夜勤手当

千円

千円 千円13,625 164

0

同じ

正規の勤務時間として深夜（午後１０時から翌日の午
前５時までの間）に勤務することを命ぜられた職員に
支給
・（深夜勤務時間数）×（勤務１時間当たりの給与額）
×25/100

千円 269

同じ

0

千円14,141 11千円

214

千円千円

管理職員特
別勤務手当
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５　特別職の報酬等の状況（平成２９年４月１日現在）

円 （ 円　） （２５％減額　H19.11月～H30.3月）

円 （ 円　） （１０％減額　H26.4月～H30.3月）

円 （ 円　） （３万円減額 H29.4月～H30.3月）

円 （ 円　） （２万円減額 H29.4月～H30.3月）

円 （ 円　） （２万円減額 H29.4月～H30.3月）

月分

月分

　　（算定方式） 　（１期の手当額） 　（支給時期）

円 任期毎

円 任期毎

　　　(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                          

　　 　　　　　なお、給料月額について、副知事は平成１９年１１月から平成２６年３月までは１８％減額した額を、

　　 　　　　　議長は平成１９年１１月から平成２９年３月までは７万５千円減額した額を、

　　 　　　　　副議長及び議員は平成１９年１１月から平成２９年３月までは５万円減額した額を支給した。

　　 　　　　　また、知事、副知事の期末手当について、平成１９年１１月から平成２６年３月までは

　　 　　　　　減額後の額を基礎として支給した。

　　 　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、平成２９年４月１日現在の支給率に基づき、

 　            １期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

99万円×在職月数×40/100

975,000

備　　　　　考

副　　　知　　　事

議　　　　　　　 長

報
酬

3.25

950,000

議　　　　　　　 長

840,000

副　　　知　　　事

副　　　議　　　長

期
末
手
当

給
料

知　　　　　　　 事

891,000

知　　　　　　　 事

920,000

　　（平成２８年度支給割合）

副　　　議　　　長 860,000

知　　　　　　　 事

31,200,000

副　　　知　　　事

790,000議　　　　　　　 員

19,008,000

　　（平成２８年度支給割合）

議　　　　　　　 員

退
職
手
当

130万円×在職月数×50/100

1,300,000

990,000

810,000

3.25

区　　　分 給　　　　　　　　料　　　　　　　　月　　　　　　　　額　　　　　　　　等
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６　職員数の状況

(１)部門別職員数の状況と主な増減理由

(各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

主な増減理由

労働

合　　計

67 0

警察関係業務の増

防災関係業務の増

132

▲ 121

1,029 ▲ 4

国際スポーツ大会関係業務の増

▲ 1

1,033

生徒数減少に伴う減

1,843 1,854 11

民生

平成28年

279

職　　　　　　員　　　　　　数 対前年
増減数

小　　計 12,179

688 ▲ 1

一
般
行
政
部
門

議会 31

3,101

31

商工

欠員補充による増

地方創生関係業務の増

3

（参考：人口10万人当たり職員数1577.83人） 

事務の統廃合による減

12,058

131 ▲ 1

1,140

▲ 122 （参考：人口10万人当たり職員数1726.87人） 

[　１４，６７９　]

13,319 13,197

▲ 117

税務

1,139

173 ▲ 3

[ １４,５６５　］ ▲114

277 ▲ 2

▲ 15 （参考：人口10万人当たり職員数405.78人） 

土木

176

431 424

67

685 678

特政
別部
行門

110

632

▲ 7

▲ 7

6

0

教育 7,220 7,103

計 3,116

農林水産 689

総務企画 626

その他

警察

107

衛生

消費者施策推進関係業務の増

組織の改廃・事務の統廃合による減

　　　　　　　　区　　分

　部　　門 平成29年

普

通

会

計

部

門

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

病院

小　　計

- 19 -



(２)年齢別職員構成の状況（平成２９年４月１日現在）

　

(３)職員数の推移

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

平成25年度 平成26年度 平成28年度

▲ 5.7

2.0

1,134 13,1971,161
職員数

人

48

区　分

人

2,052 1,847

35歳

1,292

以上39歳

60歳

計

未満

36歳

51歳

～～

人 人 人

389 977

人

～

48歳

59歳

～

43歳

▲ 3.1

▲ 4.012,262普通会計計

1,843

13,484 13,319

1,141

13,583

36

公営企業等会計計 1,063

▲ 501

1,827

12,343

増減数（率）

44歳

▲ 3.3

人

～

27歳 31歳

～ ～ ～ ～

3,128

過去５年間の

20歳

▲ 432

平成27年度

人

20歳 24歳 28歳 32歳 40歳

一般行政

1,107

23歳

1,453

人 人人 人 人

平成24年度
　　　　　        　年度

　部門別

39

▲ 105

（ 単位 ： 人 ・ ％ ）

7,475

警察 1,818 1,824 1,820

7,535

1,698

7,3077,377教育 7,220

3,206 3,168 3,146 3,116

1,116

12,467

76 7.11,140

13,40513,622

12,179

総合計 ▲ 425

1,143

12,559

52歳 56歳

55歳47歳

～

平成29年度

3,101

7,103

1,854

12,058

1,139

13,197

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

％
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７　公営企業職員の状況

（１）電気事業

①　職員給与費の状況

ア　決算

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成２９年３月３１日現在の人数である。

イ　特記事項

（注）　平成２５年１２月期については、管理職員に係る期末・勤勉手当を５％減額。

②　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

541,895

給　 料

　　　　　千円

Ａ  

千円千円

平成２８年度 　　　　千円 千円　

100,953

　　計　　Ｂ

期間 給料 管理職手当

職員手当

362,237

千円

区　　分

千円

一人当たり

基本給

一人当たり給与費

千円

　　　　　　Ａ

　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

610,709

87

期末・勤勉手当

615,370

Ｂ　

職員給与費

6,868

給与費 B/A

　　　　　　区　　分

平成２８年度 人

152,180

１０％減額

約１０％減率

％ ％

（参考）都道府県平均

2,501,662

職員給与費比率　質収支 平成２７年度の総費用に占

　（参考）総費用に占める総費用 純損益又は実

千円　

平成20年1月1日～平成23年3月31日

事　　業　　者

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

－

362,81744.4

平　均　年　齢

団  体  平  均

１％～５％減額

平均月収額

－

平成16年4月1日～平成19年3月31日 －

926,483 37.0 33.5

徳島県（電気事業）

平成23年4月1日～平成25年3月31日

７％～１０％減額
１５％減額

7,073

平成19年4月1日～平成19年12月31日 －

582,93944.5 369,314

３％～１０％減額 １０％減額平成25年7月1日～平成26年3月31日

区　　分
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③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（平成２８年度支給割合） （平成２８年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　５～２０％ 　・役職加算　　５～２０％

　・管理職加算　　２３～２５％ 　・管理職加算　　２３～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２９年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２８年度に退職した職員に支給された平均額である。

（ウ）　地域手当（平成２９年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

支給実績（平成２８年度決算）

49.59

20.445 25.55625 20.445

（ 0.80 ）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

29.145

（支給率）　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

支給対象職員数

19,751

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算）

徳　　　　　　　島　　　　　　県

徳　　　　　　　島　　　　　　県

2.60

34.5825

1.5県内全市町村 1.5 90

22,950

49.59

一般行政職の制度（支給率）

49.59 49.59

49.59 41.325

徳島県　（電気事業・工業用水道事業）

25.55625

66

支給対象地域 支給率

5,757

千円 22,794

1.70

徳島県（電気事業）

1.70 2.60

4,229

1,160

１人当たり平均支給額（平成２８年度） １人当たり平均支給額（平成２８年度）

41.325

34.582529.145

49.59

千円　

（ 1.45 ）

千円　 1,719
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（エ）　特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）

（オ）　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２８年度決算）」と同じ年度の

　　　　  ４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の対象とならない職員を除く。）であり、   

　　　　  短時間勤務職員を含む。  

カ　その他の手当（平成２９年４月１日現在）

千円

千円

河川法第５０条第１項に規定する管理主任技術者が、洪水時、
洪水警戒時及び予備警戒時に主任技術者としての業務に従事
したとき

支給実績（平成２７年度決算） 43,646

管理職手当 管理又は監督の地位にある職員に支給

左記職員に対する支給単価

発電給水業務手当 (1)日　額　　  650円
(2)日　額　　　750円

用地取得等交渉業務手当 日　額　　　750円

危険作業手当

職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） 519

超過勤務手当相当額×
(10/100～30/100)

交替勤務手当

7,800千円

43千円

(1)電気事業及び工業用水道事業に係る業務に従事したとき
(2)総合管理事務所に勤務する技術系職員が電気事業及び工
業用水道事業に係る業務に従事したとき

30千円

職員が傾斜地、不整地等において道路運送車両法施行規則別
表第一に掲げる大型特殊自動車又は小型特殊自動車の運転
作業に従事したとき

職員が土地の取得等に関し権利者と直接接して行う交渉業務
に従事したとき

支給実績（平成２８年度決算） 40,992

特殊自動車等運転作業手
当

日　額　　　300円

ダム管理責任業務手当 日　額　　　600円

0千円

6,644千円

総合管理事務所等に勤務する職員が特に危険を伴うおそれの
ある特殊な作業に従事したとき

総合管理事務所に勤務する職員が交替勤務に従事したとき

支給対象 支給実績
（平成２８年度決算）

25千円
１時間　　　１００円～１７０円

手当の名称

242 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２８年度） 69.0 　％

千円

手当の種類（手当数） 6

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算）

支給実績（平成２８年度決算） 14,542

526

支給実績
平均支給年額

支給職員１人当たり

（平成２８年度決算）

一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異な

る内容

職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算）

（平成２８年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価

初任給調整
手当

千円

専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充
が困難であると認められる職に新たに採用された職員
に支給　月額2,500円

同じ

1,0708,563

0 0

同じ

千円
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千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円0 0

夜間勤務手
当

正規の勤務時間として深夜（午後１０時から翌日の午
前５時までの間）に勤務することを命ぜられた職員に
支給
・（深夜勤務時間数）×（勤務１時間当たりの給与額）
×25/100

災害派遣手
当

114 14

同じ

自ら居住するための住宅を借り受け、月額12,000円を
超える家賃を支払っている職員に支給
基礎控除額12,000円　最高支給限度額27,000円（単
身赴任手当受給者の配偶者等が居住する場合は、
職員本人が居住する場合の手当額の１/２）

同じ 5,377 299

管理職員特
別勤務手当

千円

管理職手当の支給を受ける職員が
・臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要に
より週休日又は祝日法による休日等に勤務した場合
に支給
　勤務１回につき　12,000円を超えない範囲内の額
・災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により
週休日等以外の日の午前零時から午前五時までの
正規の勤務時間以外に勤務した場合に支給
　勤務１回につき　6,000円を超えない範囲内の額

同じ

同じ

千円3,240

50

同じ

千円

災害対策基本法第３２条第１項に規定する職員で住
所又は居所を離れて県の区域内に滞在することを要
するものに支給
・１日につき　6,620円を超えない範囲内の額

宿直又は日直の勤務に従事したときに支給
・予算の範囲内で定める額

千円

千円

千円

同じ
離島その他の生活の著しく不便な地に所在する公署
に勤務する職員に支給
・（給料＋扶養手当）×8/100

6,606 367

公署を異にする異動等に伴い住居を移転し、やむを
得ない事情により同居していた配偶者と別居すること
となった職員で、通勤が困難であると認められるもの
のうち、単身で生活することを常況とする職員等に支
給
・月額30,000円＋加算額（70,000円を超えない範囲
内）

・通勤のため、交通機関等を利用しその運賃等を負
担することを常例とする職員に支給
定期券（６箇月を超えない範囲内で最も長い期間のも
の）の価格。（全額支給限度額48,500円　最高支給限
度額56,500円）
・通勤のため、自動車等を使用することを常例とする
職員に支給
片道の使用距離に応じ37,500円まで（54㎞以上は距
離に応じ加算）
・通勤のため、特別急行列車等を利用しその特別料
金等を負担することを常例とする職員に支給
特別料金等の額(高速自動車国道及び通勤用定期乗
車券以外の乗車券による特別急行列車の利用は実
績に基づく額)

同じ 5,752 99

360

同じ 179 18

扶養手当

扶養親族のある職員に支給
（ア）配偶者　10,000円
（イ）子　8,000円
・職員に配偶者がない場合そのうち１人につき10,000
円
・満１６歳年度初めから満２２歳年度末までの間にある
子１人につき5,000円を加算
（ウ）配偶者、子以外　6,500円
・職員に配偶者がなく、かつ子がない場合そのうち１
人につき9,000円

同じ 12,992 245 千円

千円

千円

住居手当

2,094宿日直手当

特地勤務手
当

単身赴任手
当

通勤手当
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（２）工業用水道事業

①　職員給与費の状況

ア　決算

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成２９年３月３１日現在の人数である。

（イ）　 特記事項

（注）　平成２５年１２月期については、管理職員に係る期末・勤勉手当を５％減額。

②　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

期間 給料 管理職手当

平成16年4月1日～平成19年3月31日 －

平成20年1月1日～平成23年3月31日 ７％～１０％減額

平成23年4月1日～平成25年3月31日 １％～５％減額

千円千円

16 64,316

給　 料

千円

職員手当

平成２８年度 　　　　千円 千円　

千円

Ｂ　

239,831

１５％減額

総費用 純損益又は実 職員給与費

840,949

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給

団  体  平  均 44.2

149,653

約１０％減率

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

17.8

一人当たり

　質収支

平均月収額

徳島県（工業用水道事業） 40.1 335,531 532,403

537,774354,409

（参考）都道府県平均

　　　　　　Ａ

区　　分

区　　分

平成25年7月1日～平成26年3月31日 ３％～１０％減額 １０％減額

平成２８年度

33.5

　　　　　　Ｂ／Ａ

6,451

給与費 B/A 一人当たり給与費

17,530 101,212 6,326

千円　　　　　千円

％ ％

19,366

人

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

める職員給与費比率Ａ  

千円　

平成19年4月1日～平成19年12月31日 － １０％減額

総費用に占める

職員給与費比率 平成２７年度の総費用に占

　（参考）
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③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（平成２８年度支給割合） （平成２８年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　５～２０％ 　・役職加算　　５～２０％

　・管理職加算　　２３～２５％ 　・管理職加算　　２３～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２９年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２８年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成２９年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％県内全市町村 1.5

49.59

支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

49.59 49.59

支給実績（平成２８年度決算）

1.5

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） 63

支給対象地域

16

1,014

19,751 千円 22,794 4,229 22,950

49.59 41.325 49.59

29.145 34.5825 29.145 34.5825

49.59

徳島県　（電気事業・工業用水道事業） 徳　　　　　　　島　　　　　　県

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

20.445 25.55625 20.445 25.55625

41.325

2.60

（ 1.45 ）

1.70 2.60 1.70

（ 0.80 ）

１人当たり平均支給額（平成２８年度） １人当たり平均支給額（平成２８年度）

1,096 千円　 1,719 千円　

徳島県（工業用水道事業） 徳　　　　　　　島　　　　　　県
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エ　特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２８年度決算）」と同じ年度の

　　　　  ４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の対象とならない職員を除く。）であり、   

　　　　  短時間勤務職員を含む。  

手当の種類（手当数） 5

手当の名称 左記職員に対する支給単価

支給実績（平成２８年度決算） 7,810

職員が傾斜地、不整地等において道路運送車両法施行規則別
表第一に掲げる大型特殊自動車又は小型特殊自動車の運転
作業に従事したとき

2千円

特殊自動車等運転作業手
当

交替勤務手当

１時間　　　１００円～１７０円

支給実績
（平成２８年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） 558

日　額　　　300円

377

支給実績（平成２７年度決算） 5,648

職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） 379 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２８年度） 81.3 　％

支給実績（平成２８年度決算） 4,933 千円

7千円

3,050千円

1,874千円

0千円

超過勤務手当相当額×
(10/100～30/100)

総合管理事務所に勤務する職員が交替勤務に従事したとき

支給対象

総合管理事務所等に勤務する職員が特に危険を伴うおそれの
ある特殊な作業に従事したとき

発電給水業務手当 (1)日　額　　  650円
(2)日　額　　　750円

用地取得等交渉業務手当 日　額　　　750円

(1)電気事業及び工業用水道事業に係る業務に従事したとき
(2)総合管理事務所に勤務する技術系職員が電気事業及び工
業用水道事業に係る業務に従事したとき

職員が土地の取得等に関し権利者と直接接して行う交渉業務
に従事したとき

危険作業手当
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カ　その他の手当（平成２９年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円0 0

支給実績
支給職員１人当たり

初任給調整
手当

専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充
が困難であると認められる職に新たに採用された職員
に支給　月額2,500円

同じ

（平成２８年度決算）

1,838 919

内容及び支給単価

管理又は監督の地位にある職員に支給 同じ

0

千円

千円

千円

1,531

住居手当

自ら居住するための住宅を借り受け、月額12,000円を
超える家賃を支払っている職員に支給
基礎控除額12,000円　最高支給限度額27,000円（単
身赴任手当受給者の配偶者等が居住する場合は、
職員本人が居住する場合の手当額の１/２）

同じ 722

17

千円

241

・通勤のため、交通機関等を利用しその運賃等を負
担することを常例とする職員に支給
定期券（６箇月を超えない範囲内で最も長い期間のも
の）の価格。（全額支給限度額48,500円　最高支給限
度額56,500円）
・通勤のため、自動車等を使用することを常例とする
職員に支給
片道の使用距離に応じ37,500円まで（54㎞以上は距
離に応じ加算）
・通勤のため、特別急行列車等を利用しその特別料
金等を負担することを常例とする職員に支給
特別料金等の額(高速自動車国道及び通勤用定期乗
車券以外の乗車券による特別急行列車の利用は実
績に基づく額)

災害派遣手
当

管理職員特
別勤務手当

管理職手当の支給を受ける職員が
・臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要に
より週休日又は祝日法による休日等に勤務した場合
に支給
　勤務１回につき　12,000円を超えない範囲内の額
・災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により
週休日等以外の日の午前零時から午前五時までの
正規の勤務時間以外に勤務した場合に支給
　勤務１回につき　6,000円を超えない範囲内の額

同じ

同じ

48

災害対策基本法第３２条第１項に規定する職員で住
所又は居所を離れて県の区域内に滞在することを要
するものに支給
・１日につき　6,620円を超えない範囲内の額

1,428 204扶養手当

千円

千円

同じ

0

夜間勤務手
当

83

同じ通勤手当

正規の勤務時間として深夜（午後１０時から翌日の午
前５時までの間）に勤務することを命ぜられた職員に
支給
・（深夜勤務時間数）×（勤務１時間当たりの給与額）
×25/100

同じ

扶養親族のある職員に支給
（ア）配偶者　10,000円
（イ）子　8,000円
・職員に配偶者がない場合そのうち１人につき10,000
円
・満１６歳年度初めから満２２歳年度末までの間にある
子１人につき5,000円を加算
（ウ）配偶者、子以外　6,500円
・職員に配偶者がなく、かつ子がない場合そのうち１
人につき9,000円

千円

単身赴任手
当

公署を異にする異動等に伴い住居を移転し、やむを
得ない事情により同居していた配偶者と別居すること
となった職員で、通勤が困難であると認められるもの
のうち、単身で生活することを常況とする職員等に支
給
・月額30,000円＋加算額（70,000円を超えない範囲
内）

同じ 0 0

千円

一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異な

る内容
平均支給年額

（平成２８年度決算）

118

管理職手当

手　当　名
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（３）病院事業

①　職員給与費の状況

ア　決算

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費60,832千円を含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成２９年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

（注）　平成２５年１２月期については、管理職員に係る期末・勤勉手当を５％減額。

      （医師を除く）

職員給与費

平成２７年度の総費用に占

　　　　　　Ａ

平成25年7月1日～平成26年3月31日

－ １０％減額

－ 約１０％減率

人

1,028 3,792,432 2,156,145 7,257

平成20年1月1日～平成23年3月31日 ７％～１０％減額（医師を除く） １５％減額
（医師については１０％減額）平成23年4月1日～平成25年3月31日 １％～５％減額（医師を除く）

7,394

千円

　　計　　Ｂ

　　　　　千円 千円

一人当たり給与費給与費 B/A

千円

期間 給料

23,221,469 △ 713,813

千円　　　　　千円 千円　

一人当たり

10,914,424

管理職手当

平成16年4月1日～平成19年3月31日

める職員給与費比率

（参考）都道府県平均

47.0

％

45.1

Ｂ　

1,511,852 7,460,429

平成２８年度

３％～１０％減額（医師を除く）

総費用に占める

Ａ  

１０％減額

千円 千円

平成19年4月1日～平成19年12月31日

区　　分 総費用 純利益

平成２８年度 ％

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ｂ／Ａ

　（参考）

職員給与費比率
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②　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２９年４月１日現在）

（医師）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　徳島県・団体平均の平均月収額には、期末・勤勉手当を含んでいるが、事業者は含んでいない。

（看護師）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　徳島県・団体平均の平均月収額には、期末・勤勉手当を含んでいるが、事業者は含んでいない。

（事務）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（平成２８年度支給割合） （平成２８年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　５～２０％ 　・役職加算　　５～２０％

　・管理職加算　　２３～２５％ 　・管理職加算　　２３～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

36.5徳　　島　　県 306,232

1,365,794

平　均　年　齢 基本給 平均月収額

487,705

44.9 1,416,461

　　　　　　区　　分

平　均　年　齢 基本給 平均月収額

38.7 305,147 488,457

576,116

（ 0.80 ）

584,279

43.3

1.702.60

千円　

2.60

44.7

1,206,881

事　　業　　者

団  体  平  均

44.6

１人当たり平均支給額（平成２８年度）

千円　

１人当たり平均支給額（平成２８年度）

( 1.45 ) ( 0.85 ) （ 1.45 ）

1,519

徳島県（病院事業）

351,838

　　　　　　区　　分

345,080 553,818

1,719

1.70

徳　　　　　　　島　　　　　　県

平均月収額

団　体　平　均

団　体　平　均

571,224

事　　業　　者 45.3

徳　　島　　県

徳　　島　　県

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給

41.8 329,539
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イ　退職手当（平成２９年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２８年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成２９年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）

左記職員に対する支給単価手当の名称

死体処理手当

16

千円

7

感染症防疫等作業手当 (2)の患者の入院のための移
送業務に従事した場合
日　額　　　550円
（１）（２）に掲げる作業又は業
務に従事した場合（前号に
掲げる場合を除く）
日　額　　　310円

　％

支給実績（平成２８年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） 388

49.59

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

41.325

49.59 49.59 49.59

支給対象職員数

支給実績（平成２８年度決算）

41.325

一般行政職の制度（支給率）

179,652

49.59

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） 174

支給率支給対象地域

支給実績
（平成２８年度決算）

0千円

1,315千円

300,593 千円

病院に勤務する職員のうち医療職給料表(一)の適用を受ける職
員以外の職員が死体解剖の補助作業に従事したとき

33千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２８年度）

(1)月の初日から末日までの間に外部放射線を被ばくし、その実
効線量が、100マイクロシーベルト以上であったことが、測定によ
り認められた業務に従事したとき
(2)放射線機器を使用して、エックス線等を人体に対して照射す
る作業を行う際に従事する診療又は介助若しくは介護の業務に
従事したとき

1体 　 2,500円

（支給率）　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

49.59

放射線取扱手当

支給対象

(1)感染症が発生し、又は発生するおそれがある場合における
感染症の患者若しくは感染症の疑いのある患者の救護の業務
又は感染症の病原体に汚染された物件等の処理作業に従事し
たとき
(2)感染症の病原体に汚染されている区域における感染症の患
者の診療、看護若しくは入院のための移送の業務又は感染症
の病原体に汚染された物件等の処理作業に従事したとき

34.5825 29.145 34.5825

20.445 25.55625

29.145

22,950

75.0

手当の種類（手当数）

県内全市町村

医師 16

1.5

130

900

1,385 千円 22,313 4,229

1.5

20.445 25.55625

徳島県（病院事業） 徳　　　　　　　島　　　　　　県

日　額　　　350円
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２８年度決算）」と同じ年度の

　　　　  ４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の対象とならない職員を除く。）であり、   

　　　　  短時間勤務職員を含む。  

594,675

(1)有害物を使用して､健康を害するおそれがあると認められる
程度の試験､研究又は検査の作業に従事したとき
(2)病院の薬剤師が管理者が定める調剤業務に従事したとき

職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算）

航空機搭乗業務手当

670

支給実績（平成２８年度決算） 642,985

支給実績（平成２７年度決算）

297,438千円 (1)
Ⅰその勤務1回につき、次に
掲げる区分に応じて定める
額
①その勤務時間が深夜の全
部を含む場合　  6,800円
②深夜における勤務時間が
4時間以上である場合(前号
に掲げる場合を除く)3,300円
③深夜における勤務時間が
2時間以上4時間未満である
場合2,900円
④深夜における勤務時間が
2時間未満である場合2,000
円
Ⅱ深夜勤務の交替に伴う通
勤を行う場合には次の額を
支給
　通勤距離が片道5㎞未満 1
回380円
　通勤距離が片道5㎞以上
10㎞未満 1回760円
　通勤距離が片道10㎞以上
1回1,140円

(2)日　額　　　350円
(3)勤務１回につき　1,620円
(4)待機１回につき　810円
(5)勤務１回につき　13,000円
（当直勤務は7,000円）
(6)１時間につき　2,800円
(7)勤務1回につき18,600円
以内（宿直勤務）
　勤務１回につき13,500円以
内（日直勤務）
(8)業務1回につき10,000円

土地の取得等に関し、権利者と直接接して行う交渉業務に従事
したとき

0千円

医療等業務手当 (1)病院に勤務する助産師、看護師、准看護師、薬剤師、臨床
検査技師、衛生検査技師、診療放射線技師、診療エックス線技
師等が、正規の勤務時間による勤務の全部又は一部が深夜(午
後10時から翌日の午前5時までの間をいう。)において行われる
看護等の業務又は救命救急センターにおける救急医療等に関
する業務に従事したとき
(2)病院に勤務する助産師、看護師又は准看護師が、特に高度
又は困難な看護業務に従事したとき
(3)病院に勤務する医師等が、正規の勤務時間以外の時間にお
いて、特別な事情の下で救急医療等の業務に従事したとき
(4)病院に勤務する医師等のうち管理者が定める職員が、救急
患者に対処するために待機したとき
(5)病院に勤務する医師又は歯科医師が、県立病院又は公立の
医療施設相互の間で行う診療の応援業務に従事したとき
(6)管理職手当の支給を受ける医師又は歯科医師が、正規の勤
務時間外において、解剖、手術、救急医療又は容態が著しく悪
化した患者の診療業務等に従事したとき
(7)病院に勤務する医師又は歯科医師（医師法第16条の2第1項
の医師を除く。）が、宿日直勤務において、救急医療の業務に
従事したとき
(8)病院に勤務する医師のうち管理者の定める職員が、県立病
院又は公立の医療施設で分べん業務に従事したとき

245千円有害物取扱手当 日　額　　　310円

職員が航空機に搭乗し、救急医療業務に従事したとき 1,562千円 搭乗１回につき　1,900円

日　額　　　750円

職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算） 615

用地取得等交渉業務手当
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カ　その他の手当（平成２９年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

扶養手当

（平成２８年度決算）

同じ

初任給調整
手当

次の職に新たに採用された職員に対して、その額を
超えない範囲内で１年を経過するごとにその額を減じ
て支給
・医療職給料表（一）の適用を受ける職員の職のうち
採用による欠員の補充が困難であると認められる職
  月額413,000円

異なる

同じ

同じ

管理又は監督の地位にある職員に支給

内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異な

る内容

公署を異にする異動等に伴い住居を移転し、やむを
得ない事情により同居していた配偶者と別居すること
となった職員で、通勤が困難であると認められるもの
のうち、単身で生活することを常況とする職員等に支
給
・月額30,000円＋加算額（70,000円を超えない範囲
内）

6,390 426

158

千円

扶養親族のある職員に支給
（ア）配偶者　10,000円
（イ）子　8,000円
・職員に配偶者がない場合そのうち１人につき10,000
円
・満１６歳年度初めから満２２歳年度末までの間にある
子１人につき5,000円を加算
（ウ）配偶者、子以外　6,500円
・職員に配偶者がなく、かつ子がない場合そのうち１
人につき9,000円

（平成２８年度決算）

住居手当

単身赴任手
当

平均支給年額

3,483 千円

夜間勤務手
当

正規の勤務時間として深夜（午後１０時から翌日の午
前５時までの間）に勤務することを命ぜられた職員に
支給
・（深夜勤務時間数）×（勤務１時間当たりの給与額）
×25/100

同じ 154 千円76,840

195

通勤手当

同じ

・通勤のため、交通機関等を利用しその運賃等を負
担することを常例とする職員に支給
定期券（６箇月を超えない範囲内で最も長い期間のも
の）の価格。（全額支給限度額48,500円　最高支給限
度額56,500円）
・通勤のため、自動車等を使用することを常例とする
職員に支給
片道の使用距離に応じ37,500円まで（54㎞以上は、
距離に応じて2,800円を加算）
・通勤のため、特別急行列車等を利用しその特別料
金等を負担することを常例とする職員に支給
特別料金等の額(高速自動車国道及び通勤用定期乗
車券以外の乗車券による特別急行列車の利用は実
績に基づく額)

自ら居住するための住宅を借り受け、月額12,000円を
超える家賃を支払っている職員に支給
基礎控除額12,000円　最高支給限度額27,000円（単
身赴任手当受給者の配偶者等が居住する場合は、
職員本人が居住する場合の手当額の１/２）

同じ

支給実績
支給職員１人当たり

76,614 1,094 千円

84,853 296 千円

千円

79,125

千円

・医師等の専
門性に関する
資格等を有
する職員のう
ち、職務にそ
の資格が直
接役立つと管
理者が認めた
場合の支給
額

112,644

445,866

管理職手当

手　当　名
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千円

千円

千円
災害派遣手
当

災害対策基本法第３２条第１項に規定する職員で住
所又は居所を離れて県の区域内に滞在することを要
するものに支給
・１日につき　6,620円を超えない範囲内の額

千円

同じ

7,902 113

0 0 千円

管理職員特
別勤務手当

管理職手当の支給を受ける職員が
・臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要に
より週休日又は祝日法による休日等に勤務した場合
に支給
　勤務１回につき　12,000円を超えない範囲内の額
・災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により
週休日等以外の日の午前零時から午前五時までの
正規の勤務時間以外に勤務した場合に支給
　勤務１回につき　6,000円を超えない範囲内の額

同じ

宿日直手当

宿直又は日直の勤務に従事した場合に支給
・次に掲げる宿直又は日直の勤務１回につきそれぞ
れ定める額（勤務時間が５時間未満の場合は、それぞ
れ定める額に50/100を乗じた額）
①入院患者の病状の急変等に対処するための医師
又は歯科医師の当直勤務
（ア）主として救急患者に対処するための勤務の場合
　　33,000円（管理職手当の支給を受ける職員が行う
ものは40,000円）
（イ）主として入院患者に対処するための勤務の場合
　　25,000円（管理職手当の支給を受ける職員が行う
ものは30,000円）
②救急の外来患者及び入院患者に関する緊急の看
護業務、医療技術業務又は事務を行うための宿直勤
務又は日直勤務　5,900円
③②以外の宿直勤務又は日直勤務　4,200円

同じ 千円155,319 1,387
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